
高齢者支援に関わる専門職に対する金融リテラシー
調査および検証

言語: Japanese

出版者: 大阪公立大学経営学会

公開日: 2025-06-06

キーワード: 高齢者, 介護保険, 家族介護者, 介護関係職,

金融リテラシー

作成者: 北野, 友士, 湯浅, 美佐子, 小山内, 幸治, 西尾,

圭一郎

メールアドレス: 

所属: 

メタデータ

https://doi.org/10.24729/0002003139URL



高齢者支援に関わる専門職に対する
金融リテラシー調査および検証

北野 友士・湯浅美佐子・小山内幸治・西尾圭一郎

1 はじめに

2 高齢者支援と金融リテラシー

3 アンケート調査の内容と結果の概要

4 高齢者サービス従事者による高齢者の金融包摂に関する検証

5 むすびにかえて

1 はじめに

内閣府がまとめている「令和6年度高齢社会白書」によると、介護保険制度における要介護

又は要支援の認定を受けている要介護者等は、令和3年度（2021年度）において676.6万人

となっており、介護保険における第1号被保険者の18.9％を占めている。また介護者の45.9％

が同居している者であり、性別では女性が68.9％、年齢では60歳以上（いわゆる老老介護の

状態）が75％以上となっている。さらに同居介護者が介護に要している時間について、「必要

なときに手をかす程度」の45.0％が最も多い一方で、「ほとんど終日」も19.0％となっている。

介護に要する時間は要介護者等の要介護度が上がると増える傾向があり、要介護5の人の介護

者のうち63.1％が「ほとんど終日介護」を行っているという。家族の介護や看護を理由とし

た離職者数は2021年10月から2022年9月までの1年間で約10.6万人であり、そのうち、女

性の離職者数は約8万人で、全体の75.3％を占めているという。他方で介護に従事する職員

数は増加していて、2022年度で215.4万人となっているが、2023年の介護関係職種の有効求

人倍率は4.02倍となっており、全職種の有効求人倍率の1.19倍を大きく上回っている1）。

介護保険制度は、家族の負担を軽減し、介護を社会全体で支えることを目的に創設されたも

のであり、介護離職ゼロを目指すことが謳われている2）。しかしながら、「令和6年度高齢社

会白書」の記述は、家族介護者の負担軽減や介護離職の回避という介護保険の趣旨や目的から

は程遠い状況といえる。介護に関連する社会的な問題全般を論じることは筆者らの能力を超え

る作業である。ただし、金融庁（2022）は認知判断能力等の低下した顧客への対応として代理

人等取引のあり方や、福祉関係機関等との連携強化について、金融業界において指針等を策定

1

キーワード：高齢者、介護保険、家族介護者、介護関係職、金融リテラシー ［受理日2025年3月3日］



することを求めている。筆者らは被介護者や家族介護者、介護関係職など介護に関連する人々

の金融リテラシーの向上が、介護と金融との関係、ひいては高齢者の金融包摂に対して寄与し

うるのではないかと考えている。そこで本稿では高齢者の支援に関わる専門職へのアンケート

調査を通じて、高齢者支援と金融リテラシーとの関係を検証する。第2節では先行研究をレビュー

し、本稿の問題意識を明確化する。第3節では、アンケート調査の内容と結果を概観する。第

4節では高齢者支援に関わる専門職のみを対象に行った回答を中心にして、金融リテラシーと

高齢者支援との関係を検証する。第5節では、本稿の分析結果をまとめるとともに、今後の課

題を示す。

2 高齢者支援と金融リテラシー

2.1 先行研究

まずは高齢者支援と金融リテラシーの関係について、先行研究に基づいて確認してみよう。

CutlerandLleras-Muney（2006）は教育のレベルが上がると、健康行動や健康状態が改善す

る傾向を実証的に分析した。RaghupathiandRaghupathi（2020）は1995年から2015年まで

のOECD加盟の26か国について、教育と健康指標に関する分析を行い、高い教育を受けた成

人が、より良い健康状態と長寿を享受していることを指摘した。RaghupathiandRaghupathi

（2020）では教育の健康効果は基層から生じており、個人の健康に対する自己認識を高め、医

療サービスへのアクセスを改善するとしている。Zazueta-Borboaetal.（2023）はヨーロッパ

の社会的不平等と死亡率との関係を検証し、高い教育水準の人の死亡率が改善している一方で、

低い教育水準の人の死亡率が増加しており、教育による不平等の解消の必要性を指摘している。

これらの研究における教育は学歴（教育年数）によって計測されており、必ずしも教育内容に

金融リテラシーが含まれているわけではないが、高い教育水準の機会を得ることが健康や長寿

と結びついていることがわかる。

金融リテラシーと高齢者に対するケアとの関係を検証した研究もいくつか存在する。Fenge

（2012）は金融的に脆弱な個人や家庭と頻繁に関わるソーシャルワーカーにとって金融教育が

重要であることを指摘し、ソーシャルワーカー等が金融リテラシーを高めて、支援対象者をよ

り良くサポートできる重要性を主張している。Lai（2012）は家族介護者が経験する介護負担

における財務的なコストの影響を検証したうえで、家族介護者に対するサポートを提供する政

策やプログラムの重要性を強調している。Cutleretal.（2021）はオーストラリアにおいて高齢

者と介護者の双方の金融リテラシーの不足または自信過剰によって、住宅型高齢者ケア施設に

入所する際に、最適とは言えない住居費を支払っている可能性を指摘した。Oseietal.（2024）

は地方の介護者が家族をケアする際に、さまざまな金融上のストレスや課題に直面しており、

介護者支援のためのプログラムが地方のコミュニティにおける介護者の金融ウェルビーイング

等に焦点を当てるべきことを主張している。なおOseietal.（2024）が指摘する介護者の主要
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な金融上のストレスは、仕事を辞めることや労働時間が減ってしまうこと、介護者自身のケア

に対する時間的制約、家族関係と介護の役割に関するバランスをとることが困難であること、

などが挙げられている。

以上の海外における先行研究からは、高齢者自身のみならず、高齢者をケアする家族、ある

いは高齢者のケアにかかわる専門職にも一定の金融リテラシーが求められることが推察される。

2.2 本稿の問題意識

わが国においても清家（2017）を筆頭に金融ジェロントロジー研究が勃興している。清家

（2017）においては高齢者自身の金融リテラシーの問題のみならず、認知能力の低下した高齢

者を支える成年後見人などの役割も述べられている。高齢化による認知能力の低下は、問題の

大小はあっても、多くの人々にとって避けがたい問題であることを鑑みると、高齢者をケアす

る機関や専門職の役割は重要となる。既述のとおり、金融庁（2022）も超高齢社会における金

融サービスのあり方として、認知判断能力等の低下した顧客への対応について、代理人等取引

のあり方や、福祉関係機関等々の連携強化について、金融業界において指針等を策定すること

を求めている。松澤（2024）は認知症によって意思表示が困難な人であっても、周囲の支えな

どを通じて本人の意思決定を尊重するための仕組みについて考察している。また大八木（2024）

は行政と社会福祉協議会による高齢者の終活支援のモデルを検討している。一方で、湯浅

（2023）は高齢者ケアの実務的な側面から介護殺人について考察している。

筆者らも高齢社会を見据えて、リタイアメントプランと金融リテラシーとの関係について検

証してきた（北野他、2024a；北野他、2024b）。しかしながら、筆者らのこれまでの研究はあ

くまで各個人が老後を迎えるにあたっての準備と、金融リテラシーとの関係を検証したもので

あり、認知能力が低下した人々を支える仕組みについては十分に検証できていない。そこで本

稿では、介護や社会福祉、医療などの資格を保有しているなど高齢者サービスに従事している

人たち（以下、高齢者サービス従事者）を対象にアンケート調査を行い、高齢者サービス従事

者の金融リテラシーなどを検証する。

3 アンケート調査の概要

本節では、まず筆者らが行ったアンケート調査を概観して、高齢者サービス従事者に関する

基本的なデータを確認し、次節での分析につなげる。

3.1 アンケート調査の内容

筆者らは楽天インサイト株式会社にWebモニター登録している男女3200人にアンケート

調査を行った。今回のアンケート調査においては、（1）ケアマネジャー、社会福祉士、もしく

は介護福祉士などの福祉系の資格を持ち高齢者サービスに従事している、（2）医師、看護師、

高齢者支援に関わる専門職に対する金融リテラシー調査および検証（北野・湯浅・小山内・西尾） 3



理学療法士などの医療系の資格を持ち、高齢者サービスに従事している、（3）特に資格はない

が、高齢者施設や病院等で高齢者サービスに従事している、（4）福祉系や医療系の資格を持っ

ているが、高齢者サービス以外の職場で働いている、（5）（1）～（4）にあてはまらない職業で

ある（会社員、公務員、自営業、会社役員、パート・アルバイト、学生、専業主婦・専業主夫、

無職）、というスクリーニングの質問を設定した。そして（1）～（4）を高齢者サービス従事者

として1600サンプルの回収を依頼した。さらに（5）のその他の職業については、18～35歳、

36～49歳、50～64歳、および65歳～、という4つの年代について、男女200サンプルずつ合

計1600サンプル（以下、その他一般職）の回収を依頼した。スクリーニングに基づいて回収

されたサンプルの内訳は表1のとおりである。

本アンケート調査では、高齢者サービス従事者とその他一般職の双方に対して、共通の金融

リテラシー問題等7問と、老後の生活に関する意識調査5問、介護に関する意識や知識に関す

る調査4問という計16問を共通の調査項目とした。そのうえで、高齢者サービス従事者には

高齢者支援の現場に関する質問5問もあわせて調査した。調査期間は2024年12月20日～12

月25日であった。紙幅の制約もあるため、質問項目や各質問の選択肢などについては、次項

以降で調査結果の詳細とともに確認する。
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（出所）筆者作成。

表1 回答者の属性等



3.2 アンケート結果

ここではまず高齢者サービス従事者とその他一般職に共通の質問に関する調査結果を確認し、

高齢者サービス従事者の特徴などを明らかにしたい。まずは表2で高齢者サービス従事者とそ

の他一般職それぞれの金融リテラシーに関して確認してみよう。表2から明らかなとおり、分

散投資の問題を除いて高齢者サービス従事者の方がその他一般職よりも正答率が低く、金融リ

テラシー正答数において0.1％水準で有意な差が認められた。内訳をみても、複利計算の問題

と金利予想の問題が0.1％水準、長期投資の問題が5％水準で、高齢者サービス従事者の方が

正答率の低いことが統計的に認められた。

続いて老後の生活に関する意識調査の結果について確認してみよう。まず表3で老後の生活

を考える上での前提として、高齢者施設に関する知識を問うた問題の回答状況を確認してみよ

う。民間の高齢者施設に関する問題では、高齢者サービス従事者の正解率36.3％が正解した

のに対し、その他一般職の正解率は23.5％であった。また「わからない」という回答割合が、

その他一般職が46.6％であるのに対し、高齢者サービス従事者は21.8％であった。次に公的

高齢者支援に関わる専門職に対する金融リテラシー調査および検証（北野・湯浅・小山内・西尾） 5

注1）各設問の平均値は正答率を表しており、「金融リテラシー正答数」について全6問の平均正答数を
表しており、それぞれについてその他一般職と高齢者サービス従事者の数値について、平均差の
検定を行っている。

注2）***:p＜0.001,**:p＜0.01,*:p＜0.05.†:p＜0.1（以下同じ）

表2 高齢者サービス従事者およびその他一般職の金融リテラシーの調査結果



な高齢者施設に関する問題では、高齢者サービス従事者の正解率35.3％が正解したのに対し、

その他一般職の正解率は14.3％にとどまった。また「わからない」という回答割合も、高齢

者サービス従事者が25.2％であるの対し、その他一般職が51.1％にのぼった。いずれにせよ、

その他一般職の多くの回答者が、それぞれの高齢者施設の要件や機能、役割について詳しく知

らないことは明らかである。こうした状況は、自分自身や身内に介護や支援が必要になった場

合、どのような選択肢があるかを理解できていないことにつながるものと思われる。なお、当

該2つの問題における選択割合について、高齢者サービス従事者とその他一般職との比較にお

いて、0.1％水準で統計的に有意な差が認められた。

続いて図1で希望する老後の居住場所に対する回答結果を確認してみよう。まず高齢者サー

ビス従事者とその他一般職ともに最も高かったのは「自宅」であったが、その他一般職38.3％

に対して、高齢者サービス従事者の40.5％の方がわずかながら高かった。おそらく高齢者施

設等の問題というより、高齢者サービス従事者ほど高齢者施設等の世話にならず最後まで自宅

で過ごせる健康状態でいたいと考えているのではないかと思われる。高齢者サービス従事者の
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注1）網掛けの選択肢が正解である。
注2）それぞれの問題に対する回答割合について、高齢者サービス従事者とその他一般職という2つを説

明変数にする形でカイ二乗の検定を行った。
（出所）筆者作成。

表3 高齢者施設に関する知識の回答結果



方が若干ながら「まだ決めていない」の割合が高いのも、自身の健康状態次第で最適な施設が

決まってくることを理解している表れであろう。その他一般職の回答者は、「まだ決めていな

い」（28.9％）と「わからない」（18.2％）を合計すると50％近くになり、表3で確認した高齢

者施設に関する知識の不足と考え合わせると、いざ高齢者施設の利用を検討する必要が生じた

場合に、対応が遅れることを筆者らは懸念している。また「サービス付き高齢者向け住宅」

（以下、サ高住）の割合が、その他一般職の2.3％に対して、高齢者サービス従事者の4.9％と

なっており、高齢者施設の選択割合の中ではサンプル間の最も顕著な違いとなって表れている。

高齢者サービス従事者はサ高住がどのような施設か理解できているため、選択していると思わ

れるが、その他一般職の回答者は、サ高住がどのような施設かの理解が十分ではなく選択でき

なかったのではないかと思われる。

次に表4で介護に関する知識の回答状況について確認してみよう。一見して明らかなとおり、

すべての質問項目について、高齢者サービス従事者の方が「よく知っている」や「ある程度知っ

ている」（以下、まとめて「知っている」）の割合が高く、逆にその他一般職の方が「あまり知

らない」や「全く知らない」（以下、まとめて「知らない」）の割合が高かった。ただし、「介

護休業給付金」に関する3つの質問においては、高齢者サービス従事者であっても「知ってい

る」の割合が25～36％程度にとどまっており、その他一般職では「知らない」の割合が82～

90％近くに達している。家族を介護するために休業する場合は、雇用保険から日割りで給与の

3分の2の介護休業給付金が通算93日分まで支給されることは、まず家族介護者が知ってお

くべき知識であり、また被介護者の家族のために高齢者サービス従事者にも知っておいてもら

いたい制度である。

続いて表4で介護保険に関する知識の回答状況についても確認してみよう。40歳以上にな

高齢者支援に関わる専門職に対する金融リテラシー調査および検証（北野・湯浅・小山内・西尾） 7

（出所）筆者作成。

図1 老後の居住場所として希望する場所
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注）カイ二乗の分析を行ったところ、すべての質問項目において0.1％で統計的に有意な差が認められ
た。

（出所）筆者作成。

表4 介護等の制度に関する質問の回答状況



ると介護保険に加入する義務があることについて、その他一般職の53％近くが「知らない」

と回答している。表4には示すことができていないが、既に介護保険料が徴収されているはず

の「50～64歳」のその他一般職においても、男性で55.5％、女性で42.5％が「知らない」と

回答している。また介護保険の利用にあたって、まず市区町村の窓口で要介護や要支援の認定

を受ける必要がある点も、その他一般職の60％以上が「知らない」と回答している。つまり、

介護保険はその他一般職の半数以上が40歳になると加入義務がある（保険料を負担する必要

がある）ことを知らず、6割以上が利用方法も知らないという状況であり、高齢社会を支える

公的な保険制度の認知度としては不十分であると言わざるを得ない。そのような状況であれば、

自己負担割合や公的保険でカバーできる範囲、高額介護サービス費などについて、その他一般

職の「知らない」という回答が74～82％程度に達するのも当然のことであろう。

次に図2で老後資金の準備状況に関する質問の回答状況を確認してみよう。図2でまず目立

つのは、その他一般職においては「老後資金がいくら必要か知らず、準備もしていない」の

23.8％が最も高いのに対し、高齢者サービス従事者においては「老後資金がいくら必要か知っ

ていて準備しているが、2000万円の準備が難しい」の19.7％が最も高いことである。これは、

実際に金銭的に困難な状況に陥る高齢者やその家族などを身近に見ており、資産の有無が介護

サービスの選択にも直結することをより理解しているからだと考えられる。ただし、老後資金

として3000万円を準備できそうな割合はその他一般職の方が高い。問題視されている高齢者

サービス従事者の給与の低さが表れていると同時に、より深刻なのはその他一般職の所得格差

の問題の方なのかもしれない。
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（出所）筆者作成。

図2 老後資金の準備状況に関する回答状況



図2で老後資金の準備状況を確認したので、次の表５では利用している資産形成手段につい

て確認してみよう。表5から明らかなとおり、ほぼすべての資産形成手段について高齢者サー

ビス従事者の利用率の方が高く、図2の結果と整合している。とりわけ興味深いのが、いわゆ

るタンス預金、銀行預金、不動産投資、生命保険商品、といった資産形成手段で高齢者サービ

ス従事者の利用率の方が有意に高く、NISA口座やiDeCoの利用率についても統計的に有意

な差が認められた点である。高齢者サービス従事者の方が良くも悪くも老後の生活について、

具体的に理解できている分、資産形成にも積極的なのであろう。世帯年収に関する分析は後述

するが、高齢者サービス従業者の方が、自身の所得が低いことを十分に理解しており、より資

産形成に積極的であると思われる。
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表5 資産形成手段に関する回答状況
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注）排他的な選択肢である「公的年金等以外に老後資金の準備をしていない」を除
いて、複数選択可としているため、その他一般職と高齢者サービス従事者のそ
れぞれの割合を合計しても100％とならない。

（出所）筆者作成。

表6 65歳以上の親との関係に関する回答状況



続いて表6では65歳以上の実の父母または義理の父母（以下、父母）がいる回答者のみを

対象にして、父母の介護などに関連する情報共有の状況に関する質問の回答状況を確認してみ

よう。父母の最近の詳しい健康状態や資産の管理状況がわからない、という点についてはその

他一般職と高齢者サービス従事者の間に統計的に有意な差が認められなかった。一方で、父母

が健康状態に問題を抱えている、父母の介護について詳しく話したことがない、父母の友人関

係を詳しく知らない、父母の介護についてあまり考えたことがない、といった質問では統計的

に有意な差が認められた。高齢者サービス従事者がその職業を選択する際、介護について興味

を持ち、介護について知る機会などがあり、より介護についてイメージできている人が多いた

めではないかと考えられる。

次は逆に現在65歳以上で子がいる回答者のみを対象にして、回答者自身の介護に関連する

情報共有の状況に関する質問の回答状況について、表7で確認してみよう。なお、高齢者サー

ビス従事者は当然ながら現役世代が中心となるため、サンプル数が少なく参考程度にしかなら

ないことに留意する必要がある。まず回答者自身が健康に問題を抱えている、回答者自身の健

康状態を子が知らない、回答者自身の介護について子と話したことがない、回答者自身の交友

関係を知らない、回答者自身に介護が必要になった場合に資産管理を任せる相手を決めている、

などの質問については統計的に有意な差が認められなかった。一方で、回答者自身がどのよう

に資産を管理しているかを子が知らない、回答者自身の介護について考えたこともない、とい

う2つの質問については統計的に有意な差が認められた。やはり高齢者サービス従事者は自身

が要介護になった場合について考え、自身の介護について子と情報を共有している傾向が見て

とれる。高齢者サービス従事者は、実際に高齢者とその家族が抱える問題などに関わり、家族

との関係性などが重要なことを体験し理解しているため、自身の介護についても情報共有が必

要なことを理解しているのではないかと考えられる。

以上でみてきたように、高齢者サービス従事者は、その他一般職と比較して、金融リテラシー
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注）各質問の回答状況について、カイ二乗の検定を行った。
（出所）筆者作成。
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（出所）筆者作成。

表7 子を持つ65歳以上の回答者と子との関係に関する回答結果



の面ではやや低い傾向がみられたものの、当然ながら介護に関連する制度の理解度は有意に高

かった。また金融リテラシーが低い傾向に反して、高齢者サービス従事者は老後資金を準備し

ている割合が高かったり、資産形成手段も積極的に活用したりする傾向も確認できた。さらに

回答者の父母や子と介護について必要な情報を共有している傾向もみられた。高齢者サービス

従事者は、普段から多くの高齢者やその家族が様々な状況下で老後を過ごしている現状を見て

おり、理想的な老後を過ごすために必要なものがある程度理解できているのではないかと思わ

れる。そのため、自身の老後や介護の準備の必要性が理解できており、積極的に進めているの

であろう。こうした介護や老後の生活について経験に基づいた知見を有する高齢者サービス従

事者には、高齢者の金融包摂に寄与する資質を備えているといえるであろう。

4 高齢者サービス従事者による高齢者の金融包摂に関する検証

前節ではアンケート結果について、高齢者サービス従事者とその他一般職とを比較しながら

考察した。本節では、高齢者サービス従事者のみを対象とした質問への回答と金融リテラシー

との関係を検証する。

4.1 高齢者サービス従事者の実態に関する分析

まずここでは高齢者サービス従事者の実態についていくつかの回答結果を紹介しながら分析

する。表8は高齢者サービス従事者が勤務したことのある高齢者施設等と、現在の勤務先に関

する回答結果をまとめたものである。勤務したことのある高齢者施設として最も高い割合となっ

たのは「特別養護老人ホーム」の27.1％であり、以下高い順に「病院などの医療施設」の

23.4％、「その他の高齢者サービスを提供する事業所」の21.6％、「介護老人保健施設」の18.8％

と続いている。どちらかといえば、公的な高齢者施設や医療施設の勤務経験の割合が高く、

「介護付き有料老人ホーム」などの民間の高齢者施設の勤務経験の割合が低く出ている。なお

「その他の高齢者サービスを提供する事業所」について補足しておくと、訪問介護や通所介護、

訪問看護、訪問リハビリテーションなどを提供している事業所が該当する。

また現在勤務している高齢者施設等についても確認してみると、「その他の高齢者サービス

を提供する事業所」の18.9％が最も高い割合であり、以下高い順に「特別養護老人ホーム」の

17.8％、「病院などの医療施設」の12.6％、「介護老人保健施設」の11.3％と続いている。主に

在宅での介護を支援する「その他の高齢者サービスを提供する事業所」が現在の勤務先として

最も多くなっているということなのであろう。

次に楽天インサイトから提供された属性データである世帯年収を使って、高齢者サービス従

事者ごとの世帯年収の分布の違いを検証してみよう。なお参考までにその他一般職の世帯年収

の分布も示してある。まず興味深いのが、400万円未満の相対的に世帯年収の低い回答者は、

「特に資格はないが、高齢者施設や病院等で高齢者サービスに従事している」で高い割合になっ
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高齢者支援に関わる専門職に対する金融リテラシー調査および検証（北野・湯浅・小山内・西尾） 15

注1）勤務したことがある高齢者施設等については、排他的な選択肢である「勤務したことはな
い」を除いて複数選択可となっているため、合計しても100％にならない。

注2）現在勤務している高齢者施設等については、表1で確認したとおり、介護や社会福祉、医
療などの資格を持っていても、現在高齢者施設等で働いていない回答者が443名いるため、
1157サンプルとなっている。

（出所）筆者作成。

表8 高齢者施設等の勤務経験

（出所）筆者作成。

表9 高齢者サービス従事者ごとの世帯収入の分布



ているものの、他の資格所有者では低い割合となっている。特に医療系の資格保有者は、その

他一般職と比較しても世帯年収の分布が高い方に位置している。介護等の体力的に負担の大き

い労働の対価として十分な水準とはいえないが、資格保有者にはそれなりの報酬がある一方で、

資格を持たない高齢者サービス従事者の所得の底上げを図る必要があるのかもしれない。

続いて高齢者サービス従事者が被介護者もしくはその家族から相談を受けたことのある内容

について、図3で確認してみよう。「相談を受けたことはない」が40.7％となっているが、逆

に言えば6割近い高齢者サービス従事者が何らかの相談を受けた経験があることを意味する。

相談を受けた内容として最も高い割合となっているは「介護疲れについて」の34.6％であり、

以下高い順に「介護費用・お金について」の32.8％、「被介護者の状態や症状について」の

30.9％、「介護の方針・ケア方法について」の25.9％と続いている。被介護者の状態や症状、

あるいは介護の方針などよりも、家族介護者の介護疲れや介護費用等の金銭面での相談経験の

方が高い割合となっている。また「介護による仕事への影響について」（16.6％）や「介護に

よるプライベートへの影響について」（13.3％）など、高齢者サービス従事者の業務と必ずし

も関係があるとは言えない相談も受けていることがみてとれる。これは、高齢者サービス従事

者が高齢者や家族介護者にとって、一番身近な存在であるためと考えられる。さらには、割合

こそ低いものの「特殊詐欺や訪問販売など消費者被害について」（4.9％）や「消費者金融から

の借入や多重債務について」（4.0％）などの相談も受けていることがわかる。年金受給世代の

リタイアメントプランに関して調査した北野他（2024a）では、金融トラブルで金銭的な被害

を経験した回答者が5.0％であったため、ほぼ整合する割合となっている。ただでさえ負担の
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注）排他的な選択肢である「相談を受けたことはない」以外、複数選択可であるため合計しても
100％にならない。

（出所）筆者作成。

図3 被介護者およびその家族からの相談内容



大きい高齢者サービス従事者に追加的な負担を強いることは避けたいが、高齢者サービス従事

者が金融リテラシーを身に付けることで、被介護者やその家族の金銭面での不安の解消につな

がる可能性がある。

4.2 高齢者サービス従事者による高齢者の金融包摂に関する検証

ここでは高齢者サービス従事者の金融リテラシーと被介護者等との関わりについて検証し、

高齢者の金融包摂のための示唆を得る。まず表10は被介護者等におけるトラブル経験と高齢

者サービス従事者の金融リテラシーとの関係性を検証したものである。「よくある」と「とき

どきある」（以下、「ある」）という割合が最も高いのは、「被介護者やそのご家族が介護保険や

社会福祉の仕組みをよく理解しておらず、相談を受けるのが遅くなったと感じることがある」

の29.5％となっている。その結果として「被介護者の家族が介護保険や社会福祉の仕組みが

よく理解しておらず、介護離職等に追い込まれたことがある」という質問に対して、「ある」

と回答した割合も14.1％となっている。介護離職等に追い込まれないようにするためには、

介護保険や社会福祉の仕組みを理解していることが重要であることがよみとれる。また相対的

に金融リテラシーの高い高齢者サービス従事者ほどそう感じる機会があることも確認できる。

また「もう少し早く相談を受けていれば別の選択肢があったのに、相談を受けた段階では選

択の余地があまりなかった」という質問に対して「ある」の割合が22.2％、「資金的な準備が

足りず、被介護者やそのご家族の希望に沿ったケアなどができなかった」という質問に対して

「ある」の割合が23.6％、「被介護者やそのご家族が自宅での生活にこだわったため、適切な

ケアや介護サービスを提供できなかった」という質問に対して「ある」の割合が23.6％とそ

れぞれなっている。早めの相談や資金の準備、要介護状態にあった高齢者施設の利用等を意識

してくれていれば、というケースを20％超の高齢者サービス従事者が経験していることにな

る。またそうした経験をしている高齢者サービス従事者ほど相対的に金融リテラシーが高い傾

向がある。

さらに「被介護者が金融トラブル（振り込め詐欺や、投資詐欺、元本保証のないリスクの

高い金融商品の購入など）に巻き込まれたことがある」という質問に対して「ある」の割合が

9.5％、「被介護者が消費者被害（不要な商品やサービス、不当に高額な商品などを購入させら

れるなど）に巻き込まれたことがある」という質問に対して「ある」の割合が11.1％とそれ

ぞれになっている。図3で確認したこれらの相談を受けた経験が4％程度だったので、その2

倍以上の金融トラブルや消費者被害を見聞きしているということであろう。高齢者サービス従

事者の金融リテラシーとの関係をみると、「あまりない」や「ほとんどない」という回答者の

金融リテラシーも相対的に低いわけではない。そのため、高齢者サービス従事者の金融リテラ

シーが高ければ金融トラブルや消費者被害を完全に防げるわけではないであろうが、被介護者

がどのような被害にあっているかという情報は高齢者サービス従事者から得られる可能性があ
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る。

加えて表10で示した質問への回答全般を通じて指摘できることは「どちらともいえない」

の割合が高く、かつ「どちらともいえない」と回答した高齢者サービス従事者の金融リテラシー

が相対的に低いことである。介護等に従事している回答者にとって、目の前の被介護者への介

護が主目的であり、家族やその家族の抱える悩みなどには時間が割きにくい現状があると思わ

れる。また、プライバシーという問題があり、家族の抱える悩みや問題に対して、どこまで関

わるべきなのかも判断が難しいのであろう。あるいは金融リテラシーの低い高齢者サービス従

事者ほど、介護者やその家族が抱える金融面での問題に気づかなかったり、あるいはそもそも

関心が低かったりすることの表れなのかもしれない。しかしながら、高齢者サービス従事者が
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注）FLは金融リテラシーを表し、金融リテラシー問題6問に対する正答率を表している。FLについて
は「ほとんどない」～「よくある」までの回答者ごとに一元配置分散分析を行った。

（出所）筆者作成。

表10 被介護者等におけるトラブル経験と高齢者サービス従事者の金融リテラシー



家族介護者による介護離職等につながる予兆を把握して対応できるようになれば、社会的な意

義は非常に大きい。

次に表11で介護や社会福祉に関連する啓蒙的な活動に関する質問に対する高齢者サービス

従事者の回答状況と、金融リテラシーとの関係性について検証したい。まず「ケアマネジャー

や社会福祉士には金融リテラシー（お金の管理や運用に関する知識やスキル）が必要である」

という質問に対して、「非常に共感できる」あるいは「ある程度共感できる」（以下、「共感で

きる」）と回答した割合は58.3％となっており、半数を超える高齢者サービス従事者からの共

感を集めている。また当然ながら、共感している高齢者サービス従事者ほど金融リテラシーが

高い傾向も確認できる。一方で、「介護に関わる相談を受ける際に、FP（ファイナンシャルプ

ランナー）など金融知識が豊富な専門職のスタッフが必要である」という質問に対して「共感

できる」と回答した割合は39.8％にとどまったが、金融リテラシーが高い高齢者サービス従
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注）FLは金融リテラシーを表し、金融リテラシー問題6問に対する正答率を表している。FLについて
は「全く共感できない」～「非常に共感できる」までの回答者ごとに一元配置分散分析を行った。

（出所）筆者作成。

表11 介護や社会福祉に関する啓蒙的な活動等の質問の回答状況



事者ほどFPのような専門家の必要性に共感する割合が高かった。これは、高齢者サービス従

事者が自身で知識を身に着けることには限界があり、自身の専門分野以外のことについては、

より専門性の高い専門家の判断が必要だと理解しているのではないかと思われる。

続いて表11で介護等に関する知識の普及について検証してみよう。まず「高等学校を卒業

するまでに、介護に関して学校教育段階で教育する必要がある」という質問に対して、「共感

できる」と回答した割合は50.9％であった。一方で、「介護に関するセミナーなどへの参加を

推奨する広報活動が必要である」という質問に対して、「共感できる」と回答した割合は54.6％

であった。いずれにせよ、過半数の高齢者サービス従事者が、何らかの形で一般の人々が介護

について学ぶ機会を設けるべきと考えていることがわかる。付け加えると、これらの介護を学

ぶ機会の提供に共感する高齢者サービス従事者ほど金融リテラシーが高い傾向も確認できた。

最後に表11から介護等に関する情報発信を行うチャネルについても検証してみよう。「介護

に関するインターネットで気軽に情報収集や相談できるサイトが必要である」に「共感できる」

割合が63.4％であるのに対して、「新聞やテレビなどの一定の信頼のおける報道機関が積極的

に介護や社会福祉に関する情報を発信するべきである」に「共感できる」割合は62％であっ

た。インターネットと報道機関について、割合的には誤差の範囲といえ、どちらが良いかとい

う点に優劣があるわけではなく、両方とも重要と考えている高齢者サービス従事者が6割以上

いるということであろう。またいずれの情報発信チャネルの必要性に関しても、共感する高齢

者サービス従事者ほど金融リテラシーが高い傾向がみられた。

以上の検証結果から相対的に金融リテラシーの高い高齢者サービス従事者ほど、被介護者に

対して適切なケアができなかった経験を有しており、高齢者サービス従事者にも金融リテラシー

の必要性を感じていることがわかる。

5 むすびにかえて

本稿ではアンケート調査に基づいて高齢者サービス従事者の金融リテラシー等を分析してき

た。その他一般職と比較して、高齢者サービス従事者の金融リテラシーは高いとはいえなかっ

たが、老後資金は積極的に準備していることがわかった。老後の生活や介護のイメージができ

ている高齢者サービス従事者の方が適切な準備ができていることがみてとれる。また高齢者サー

ビス従事者が被介護者やその家族から受ける相談は、被介護者に対する直接的な介護に関係す

る相談よりも、家族介護者の介護疲れや介護費用に関する相談の方が高い割合を示していた。

介護保険や社会福祉制度の理解などを含む金融リテラシーの普及の重要性が示唆される。さら

に金融リテラシーの高い高齢者サービス従事者ほど、介護者の早期の相談や介護に関する制度

の理解などの必要性を感じていた。加えて、金融リテラシーの高い高齢者サービス従事者ほど、

高齢者サービス従事者自身の金融リテラシーの必要性を感じていることも明らかとなった。

ただし、本稿のアンケート調査や分析結果にはいくつか課題がある。まず高齢者サービス従
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事者の資格ごとの平均的な金融リテラシーの違いは明確にしたが、社会福祉士と介護福祉士の

違いや医師や看護師との違いなど各資格間の差については明確にできていない。高齢者サービ

ス従事者における金融リテラシーの向上を図るには、資格ごとの学習内容（カリキュラム）と

の関係性を精査する必要がある。また金融リテラシーの高い高齢者サービス従事者の存在が、

家族介護者による介護離職の回避や適切な介護に寄与するかどうかは十分に検証できていない。

加えて、その他一般職に該当するような人々に対して、介護保険や社会福祉の仕組み等につい

て専門家レベルの知識を求めるのは非現実的であり、どの程度までの知識をどのように普及さ

せるべきかについて、本稿では全く検証できていない。

上記の課題は今後の研究課題としつつ、本稿で検証した内容がわが国における高齢者の金融

包摂に少しでも寄与できていれば幸いである。
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注

1） 以上の内容の詳細については、内閣府（2024）を参照されたい。

2） たとえば、厚生労働省HPの「介護保険制度について（40歳になられた方へ）」（https://www.mhlw.

go.jp/file/06-Seisakujouhou-12300000-Roukenkyoku/2gou_leaflet.pdf）を参照されたい。
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Investigation and Analysis of Financial Literacy

Among Professionals Involved in Elderly Support

Yuji Kitano, Misako Yuasa, Koji Osanai, and Keiichiro Nishio

Summary

Abstract: This study examines the relationship between elder support and

financial literacy via a survey of professionals involved in elder care. The authors

believe that improving financial literacy of various categories of caregivers may

contribute to a positive relationship between caregiving and finance, and ulti-

mately to financial inclusion for the elderly.

The analysis revealed that, compared to other non-specialized professions,

those working in elder services did not demonstrate a significant level of finan-

cial literacy, although they were found to be actively preparing funds for retire-

ment. It appears that elder service professionals who have a clearer image of

their own retirement life and care are more adequately prepared.

Additionally, the consultations that elder-service professionals have with care

recipients and their families were more focused on issues related to caregiver

fatigue and costs rather than concern for the care recipients themselves. It high-

lights the importance of disseminating financial literacy, which includes under-

standing long-term care insurance and social welfare systems.

Furthermore, elder-service professionals with higher financial literacy valued

early consultations and understanding of caregiving-related systems and recog-

nized the necessity of improving their own financial literacy.


